
中国特許出願急増の真実：「国内水増し論」と

「技術覇権脅威論」の徹底検証と最新評価 
Gemini 4 Argon 

中国の特許出願件数の急増をめぐる「技術覇権を脅かす重大な脅威である」という議論と、「大半が

国内向けの低質な特許（水増し）であり大したことはない」という議論は、いずれも一面的な事実を切

り取ったものであり、2024年から2026年にかけての最新統計に照らせば、双方が単独では現状を
見誤らせる危うさを持っています1。結論から言えば、現在の中国の知的財産権（IP）エコシステムは
「低質な国内出願バブルの政策的な淘汰」と「先端技術・国際標準・海外収益化における中核的競

争力の先鋭化」が同時進行する二極化構造へと移行しています3。 
かつて2010年代から2020年頃までは、地方政府の補助金目当てに出願された実用新案やテンプ
レート型の粗悪な出願が統計を膨張させており、「国内特許ばかりで質が低い」という批判は実態を

捉えていました2。現在でも、中国の発明特許出願の9割以上は国内出願であり、2か国以上に出願
される「パテントファミリー数」では日本（世界1位）や米国（同2位）に次ぐ世界3位にとどまっています7

。しかし、中国政府は2021年から2025年にかけて特許補助金を段階的に全廃するとともに、AI審査
の導入や悪質な代理機関の摘発を進め、中国の法律事務所の分析によれば2024年単年で100万
件を超える「非正常な特許出願（不正・水増し出願）」を撤回させました5。その結果、中国国家知識産

権局（CNIPA）の統計では、2025年の中国における専利登録（授権）総数は前年比16.18%減（うち実
用新案は27.28%減）と大幅な縮小を記録しています6。 
すなわち、足元で起きているのは「見せかけの量の減少」と「実質的な競争力の増大」です。補助金

廃止と審査厳格化によって粗悪な出願が淘汰されるなかでも、中国国内勢による発明特許出願は

2025年に前年比約6.2%増（177万4,890件）と堅調に伸び続けています7。さらに、国際的な事業化意

欲を示すPCT国際特許出願件数では2019年に米国を抜いて以来世界首位（2025年は米国の1.4
倍、日本の1.5倍）を維持し13、半導体や人工知能（AI）、量子コンピューティングの重要3分野におけ
る「画期的新規性（Radical Novelties）を持つ特許」の数でも米国（3,203件）に迫る世界2位（2,892
件）につけています4。業界調査や政府報告によれば、5Gの標準必須特許（SEP）では世界シェア
42%、6G関連特許出願では40.3%を占め15、通信・EVバッテリー・バイオ医薬を中心に中国の国際IP
使用料（ロイヤルティ）受取額は2015年の10.9億米ドルから2024年には101.3億米ドルへと約10倍に
急拡大しました3。したがって、「国内向けの張り子の虎」と軽視することはリスクが高く、全体の総量

ではなく「淘汰を生き残った上位層（高価値特許群）」と「特定先端分野における標準・知財の集積」

に焦点を当てた現実的な評価が不可欠です3。 

1. 「国内特許ばかりで大したことがない」論の検証：統計上の
錯覚と構造的死角 
中国の特許急増を疑問視する「脅威否定論（水増し論）」には、特許制度の構造や国際比較統計に

基づく確固たる裏付けが存在します。世界知的所有権機関（WIPO）の『World Intellectual Property 
Indicators 2025』によれば、2024年に世界の発明特許出願件数は過去最高の約370万件（約372.5
万件、前年比4.9%増）に達し、そのうちCNIPAが受理した発明特許出願は約180万件（179万5,715
件、世界シェア49.1%［別集計で48.2%］）と、第2位の米国特許商標庁（USPTO：60万3,194件、シェア



16.2%）の約3倍、第3位の日本国特許庁（JPO：30万6,855件、シェア8.2%）の約6倍という規模を記
録しました1。さらにCNIPAの2025年統計（専門メディアChina IP Law Updateによる集計）では、発明
特許出願総数は192万7,500件（前年比5.43%増）へと拡大しています7。しかし、この巨大な数字の

背後には、額面通りには評価できない構造的要因が存在します。 

 
① 9割超が国内にとどまる「内向き構造」とパテントファミリー数のギャップ 
第一の死角は、自国出願と外国出願の極端な非対称性です。文部科学省 科学技術・学術政策研究



所（NISTEP）の『科学技術指標2025』によれば、2023年時点でCNIPAへの出願（167.8万件）に占める
中国居住者の割合（自国出願比率）は90.7%に達しており、非居住者（外国人）からの出願が53.9%
と過半を占めるUSPTO（総出願59.8万件）とは対照的な構造となっています11。また、WIPOの2024年
統計によれば、中国居住者が世界中に行った発明特許出願（約180万件）のうち、外国の特許庁へ
出願された件数は12万3,714件（全体の約6.9%）にとどまります1。これに対し、米国居住者は総出願

50万1,831件のうち23万1,536件（約46.1%）を外国へ出願して世界首位に立ち、日本居住者も総出願
41万9,132件のうち18万1,963件（約43.4%）を外国へ出願しています1。 
コストをかけてでも複数国の市場で権利化を図る価値がある発明を抽出するため、2か国以上への
特許出願を1つの単位として集計する「パテントファミリー数」で見ると、順位は大きく入れ替わりま
す。NISTEPの『科学技術指標2025』および『科学技術指標2026』において、パテントファミリー数では
日本が約20年前から一貫して世界第1位（『指標2025』で6.5万件、『指標2026』で6.4万件、2019年
時点の世界シェア24.3%）を維持しており、第2位が米国、中国は第3位（2018〜2020年および2019
〜2021年平均）に位置しています9。国際市場での権利保護を前提とした発明のストック規模におい

ては、依然として日米が優位を保っています9。 
② 「専利（特許）」の定義の違いと実用新案によるかさ上げ 
第二の死角は、中国の知財制度における用語の違いです。中国の統計で「専利（Patent）」と総称さ
れる権利には、日本の特許に相当する「発明特許（Invention Patent）」だけでなく、「実用新案（
Utility Model）」および「意匠（Design）」の3種類が含まれます6。WIPOの国際比較統計では発明特
許のみが抽出されますが1、一般的な報道等ではこれら3種類を合算した数字が引用されるケースが
少なくありません。 
中国の実用新案は、新規性や進歩性に関する実体審査（Substantive Examination）を行わず、方式
審査と明らかな欠陥をチェックする予備審査のみで登録される制度です25。知財専門誌Asia IPの解
説（CNIPA統計引用）によれば、発明特許の審査期間が通常2〜3年（2025年時点のファーストアク
ション平均は15か月）であるのに対し、実用新案の平均審査期間は6.2か月（2024年）と短く、庁費用
（10請求項・明細書20ページの例）も発明特許の4,300人民元（約599米ドル）に対して実用新案は
1,100人民元（約153米ドル）と約4分の1に抑えられています17。そのため、2025年時点でも中国にお
ける実用新案出願件数は264万9,201件と発明特許出願（192万7,500件）を上回っており、しかもそ
の99.8%（2,643,090件）が中国国内勢による出願です（外国勢による実用新案出願はわずか6,111
件で全体の約0.2%）7。この膨大な実用新案の存在が、中国の専利統計全体を外見上さらに巨大に

見せる要因となってきました26。 
③ 被引用数のバイアス・短い権利維持期間・大学特許の休眠 
第三の死角は、学術研究や調査統計で指摘されてきた「質のばらつき」と「休眠特許の多さ」です。

特許の経済的・技術的価値を測る代表的な指標である「フォワード・サイテーション（後願特許からの

被引用数）」を検証した北京大学中国経済研究センター（CCER）や米情報技術イノベーション財団（
ITIF）の研究では、中国の特許（およびPCT出願）が海外から受ける被引用数は、他国平均（非中国
ベンチマーク）の約3分の1（2001〜2009年のデータで外国被引用は他国の32%）にとどまることが
指摘されています2。見かけ上の被引用数が他国の90%水準まで伸びているように見える原因の多
くは中国国内での引用や自己引用（2009年時点で他国平均の3倍以上、被引用増加分の71.6%が
自己引用）によるものであり、企業の研究開発（R&D）ストックと統計的に有意な正の相関を持つの
は「外国からの被引用」のみであると分析されています2。 
また、特許登録後に年金（維持費）を支払って権利を維持する「平均維持年限」も短命です。中国の



教育・知財関連報道およびCNIPAの発表によれば、中国国内の発明特許の平均維持年限は全国平
均で6.9年（国内の高価値発明特許に限定しても2023年末時点で8.4年）であり、維持年限10年以上
の割合が多い外国からの対中出願とは対照的に、多くの国内特許が10年以下で放棄されてきまし
た28。特に中国の大学（高校）が保有する発明特許は、昇進審査や補助金獲得のために出願された

後に放置されるケースが目立ち、2022年〜2023年初頭時点の調査では大学の発明特許の平均維
持年限は4.6年、産業化率（実用化率）はわずか3.9%（科研機関は13.3%）という低い水準にとどまっ
ていました29。加えて、特許がどの程度基礎科学（論文）を引用しているかを示す「サイエンスリン

ケージ（科学知識の活用度）」でも、NISTEPの『科学技術指標2025』（2013〜2020年集計）において
中国は米国・英国・フランス・ドイツに次ぐ5位（韓国が6位、日本は6.9%〜7.3%で7位）であり、中国の
パテントファミリーが自国の科学論文を引用する割合も6.3%〜7.8%と主要国の中で低い傾向が見ら
れます10。 

2. 2025年の構造的大転換：補助金全廃と「非正常出願」排除
による質の先鋭化 
上記のような「水増し論」の根拠は事実ですが、それを理由に現在および将来の中国特許を軽視す

ることは妥当ではありません。なぜなら、中国政府自身がこの「低質な特許バブル」の弊害（指標が

政策目標化することで指標としての信頼性が失われる現象）を強く認識し、2021年から2025年にか
けて「量から質への構造転換」を国家方針として断行したためです2。 
① 2025年の特許補助金完全廃止と「非正常出願」100万件超の撤回 
かつて中国の特許急増を牽引した一因は、地方政府による「出願時および登録時の補助金支給」

や、企業資格認定・研究者の職称（昇進）審査における件数評価でした4。これに対しCNIPAと国務院
は、2021年6月末までに特許出願時の助成金を全面廃止し、さらに2025年までに特許登録時の補
助金も全国で完全に廃止する方針を実施しました5。 
同時にCNIPAは、技術革新の実態を伴わない悪質な出願（「非正常な専利出願」）を排除するため、
特別整頓キャンペーン「藍天（ブルースカイ）行動」を展開しました5。中国の法律事務所（東衛律師事

務所）の2026年3月の分析レポートによれば、CNIPAはテンプレートを用いた大量出願、技術案のつ
ぎはぎ、実験データの捏造など8類型の不正行為を対象とし、ビッグデータとAI検索エンジンを用い
たスマート審査システム（非正常出願の識別精度は約90%）を導入しました5。その結果、2024年単
年で中国全土において撤回された非正常な特許出願は100万件を超えたと報告されています5。さら

に2025年には、出願人と特許代理機関の双方を監視する「二重監督」へと強化され、摘発された非
正常出願の60%以上に関与していた不適格な特許事務所（実用新案の拒絶率が83%に達した代理
機関や、数か月で100件〜1,000件超の非正常出願撤回を出した代理機関など）が次々とブラックリ
スト化・行政処分の対象となりました5。 



 
② 2025年統計が示す「淘汰の衝撃」と先端分野へのリソース集中 
この政策転換の結果は、CNIPAが公表した2025年の通年統計に鮮明に表れました。発明特許・実
用新案・意匠を合わせた2025年の専利登録（授権）総数は309万9,544件となり、2024年（369万
7,752件）から59万8,208件、率にして前年比16.18%の大幅減少を記録しました6。 
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この2025年統計からは、単なる件数減ではなく中国の知財構造の質的転換を読み取ることができま
す。第一に、実用新案バブルが明確に縮小に転じました。2023年の審査指南改正により、実用新案
の予備審査でも「明らかに進歩性を欠く（単なる寸法変更や材料置換など）」案件を排除するスクリー

ニングが導入された結果、2025年の実用新案出願は前年比16.81%減（約53.5万件減）、実用新案
登録数は前年比27.28%減（54万8,288件減）と急落し、優先審査の通過率も前年比37%低下しまし
た5。 
第二に、発明特許審査の厳格化と産業間の二極化が進んでいます。東衛律師事務所の分析によれ



ば、発明特許の審査基準がPCT国際基準へと引き上げられたことで、2025年の発明特許全体の登
録率（授権率）は過去5年で最低の54%へと低下しました（2025年1〜8月期では国内発明特許の平
均登録率が56.81%となり、拒絶件数が34.62万件で拒絶率約25%、取下げが25.27万件で取下げ率
18.23%を記録）5。特に、水増し出願が多かった伝統的軽工業・ニッチ分野では厳しい審査結果と

なっており、2025年1〜10月のデータでは製糖業（IPC分類C13）で拒絶率63.5%（登録率わずか
19.2%）、装飾美術（B44）で拒絶率48.2%、帽子類（A42）で拒絶率47.7%（取下げ率30%超）、生地調
整設備（A21）で取下げ率30%超に達しました5。その一方で、ハイテク・先端製造業分野では高い登

録率が維持されており、情報記憶（G11）で84.4%、マイクロテクノロジー（B81）で77.4%、電子回路（
H03）で76.4%の登録率を達成しています5。 
第三に、補助金の打ち切りと100万件超の非正常出願撤回という強い引き締めにもかかわらず、中
国国内勢による発明特許出願は2020年の134万4,817件から2024年に167万2,001件、そして2025
年には177万4,890件（前年比約6.2%増、5年間で約32%増）へと着実に拡大しています7。また、

2025年末時点の中国の有効発明特許数は532万件（香港・マカオ・台湾を除く）、人口1万人あたりの
「高価値発明特許」保有数は16件（第14次五カ年計画目標の14件を前倒し達成）に達し、特許集約
型産業の付加価値は2024年時点でGDPの13.4%を占めています5。これは現在の発明特許出願の

増加が、補助金頼みではなく実質的な研究開発投資によって牽引されていることを示しています7。 

3. 「重大な脅威」論の検証：先端技術・国際標準・収益化にお
ける実力 
粗悪な国内出願が削ぎ落とされた結果、浮かび上がってきたのは、先端技術領域とグローバル市場

における中国知財の競争力です。「脅威論」を裏付けるデータは、以下の5つの領域で確認できま
す。 
① PCT国際特許出願での首位維持と日米シェアの侵食 
海外市場への参入意欲と高い技術的価値を反映するWIPOのPCT国際特許出願において、中国は
2019年に米国を抜いて世界首位に立って以来、リードを保っています8。2021年以降の補助金廃止
に伴って2021〜2024年は一時的に伸び率が鈍化（2023年は前年比0.7%減と20年超で初の微減、
2024年は同0.9%増の7万160件）したものの8、2025年には前年比5.0%増の7万3,718件へと再び
伸びを高めました13（CNIPAを受理官庁とする2025年のPCT受理件数は前年比4,000件増の7.8万件
17）。一方、2025年の米国は5万2,617件（前年比2.7%減）、日本は4万7,922件（同1.0%減）と2年連続
で減少しており、中国は米国の1.4倍、日本の1.5倍、韓国（2万5,016件、前年比4.7%増）の2.9倍、ド
イツ（1万6,441件、同1.6%減）の4.5倍という規模に達しています8。 
また、日本が世界1位を維持している「パテントファミリー数」においても、日本自身の世界シェアは
2000年代半ばから長期低下傾向にあります9。NISTEPの『科学技術指標2025』によれば、2018〜
2020年のパテントファミリー数における日本の技術分野別世界シェアは、10年前と比較して「電気工
学」で10.0ポイント減、「情報通信技術（ICT）」で8.8ポイント減、「一般機器」で8.2ポイント減と大幅に
縮小しており、その主な要因は「中国が急激に世界シェアを増加させているため」と分析されていま

す9。 
② 重要技術における「画期的新規性（Radical Novelties）」で米国に迫る 
「中国の特許は改良技術ばかりでブレークスルーがない」という従来の見方も、近年の計量分析に

よって修正を迫られています。欧州の経済シンクタンクであるブリューゲル（Bruegel）が2025年5月
に発表したワーキングペーパー（Radical novelties in critical technologies and spillovers）は、自然



言語処理（NLP）等による手法を踏まえ、2019〜2023年に公開されたWIPO特許データの中から従
来の技術概念の組み合わせではない「画期的新規性（Radical Novelties）を持つ特許」を抽出・比較
しました4。 
 

地域 / 指標 3分野合計（
2019〜
2023年） 

人工知能（

AI） 
半導体（

Semicondu
ctors） 

量子コン

ピューティン

グ 

地域別の特

徴・強み 

米国（US） 3,203件（1
位） 

1,852件（首
位：生成AI・
機械学習で

優位。2023
年シェア

59.48%） 

約1,129件
（設計工程

で高付加価

値を握る） 

222件（首位
：全体の

6.93%を占
める） 

AI（特に機
械学習

41.08%・生
成AI）と量子
ハードウェア

で世界を牽

引4 

中国（China
） 

2,892件（2
位） 

約1,252件（2
位：ドローン

等の特定応

用分野で突

出） 

約1,524件
（首位：中国

の画期的特

許の

**52.7%**が
集中） 

116件（2位：
全体の

4.01%。政府
資金153億ド
ル投入） 

半導体分野

の画期的特

許数で米欧

を凌駕。先

端パッケー

ジング等に

も強み4 

欧州連合（

EU） 
804件（3
位） 

少数（2023
年は86件で
シェア

10.19%） 

少数（AI・半
導体ともに

米中に大き

く劣後） 

102件（3位：
中国に肉

薄。全体の

12.64%を占
める） 

量子コン

ピューティン

グの比重が

高いが、AI・
半導体では

米中に大差

をつけられ

る4 

分野別全体

統計 
— 公開特許

303,326件（
PCT比率
23.39% / 画
期的特許比

率9.72%） 

PCT出願比
率が最高（

29.80% / 画
期的特許比

率11.04%） 

公開特許

33,768件（
PCT比率
12.94% / 画
期的特許比

率14.42%） 

量子は画期

的特許の割

合が最高、

半導体は国

際出願（PCT
）志向が最

高4 

このブリューゲルの調査からは、重要技術における米中二強の構図が浮かび上がります。AI・半導
体・量子コンピューティングの3分野合計で、首位の米国（3,203件）に対し中国は2,892件と僅差の第



2位につけており、EU（804件）を大きく引き離しています4。米国はAI（1,852件、特に機械学習や生成
AI）および量子コンピューティング（222件）で明確な優位を保っており、AIにおける米国の画期的特
許シェアは2019年の46.13%（250件）から2023年には59.48%（502件）へ拡大しました4。一方、中国

はAIでは無人航空機（ドローン）等の特定サブフィールドで強みを見せ、量子コンピューティングでは
116件を保有しています4。最も注目されるのは半導体分野であり、中国は画期的新規性特許で米

国・EUを上回り世界首位に立っています（中国の画期的特許全体の52.7%が半導体に集中）4。設計

工程は依然として米国企業が握り、最先端ロジック製造は台湾・韓国がリードしているものの、中国

はレガシー半導体（180nm超）や10nm〜180nm帯の製造能力に加え、今後AIチップ等で付加価値
が高まる「先端パッケージング（組立・テスト）」領域で有力な知財基盤を築いています4。さらに、米中

間の技術波及（スピルオーバー）時間は双方向ともに極めて短く（EUは米中の新技術を再現するの
に最も時間がかかっている）、米国の輸出規制や投資審査にもかかわらず、米中企業が最先端技

術でほぼ同時並行の開発競争を展開していることが指摘されています4。 
③ 5G・6Gの標準必須特許（SEP）と「禁訴令」による司法リスク 
第三の脅威は、国際標準規格をめぐる知財の集積と司法戦略です。標準必須特許（SEP）に関する
調査および中国網絡空間研究院の『中国インターネット発展報告2025』によれば、中国企業が保有
する5G SEPは世界全体の42%を占めており16、次世代の6G特許出願でも中国は世界全体の40.3%
を占めています15。 
特許数の多さに加え、司法面での対応も外国企業にとっての警戒要因となっています。日本の法律

事務所（TMI総合法律事務所）の解説によれば、2020年後半以降、通信分野のSEP関連訴訟におい
て中国の裁判所が欧州や日本の企業に対し、中国国外の裁判所への提訴や差止請求を禁じる「禁

訴令（Anti-Suit Injunction）」を相次いで発出し、これに対してEUが世界貿易機関（WTO）の紛争解
決手続を開始する事態となりました40。標準必須特許の集積と中国裁判所の管轄権行使の組み合

わせは、外国企業のグローバルな権利行使や事業活動の自由（FTO）に直接影響を及ぼすリスクを
孕んでいます40。 
④ 企業特許の産業化率54%到達と国際IPロイヤルティ収入の急増 
第四の脅威は、特許が「紙の上の権利」から「実際の製品売上・ライセンス収益」へと転換されている

点です。CNIPAが2026年4月に公表した『2025年中国特許調査報告書』（JSTサイエンスポータル
チャイナ等による報告）および『2024年中国特許調査報告書』によれば、中国企業が保有する発明
特許の産業化率（製品化・実用化率）は2025年に54.0%（2022年48.1%→2023年51.3%→2024年
53.3%→2025年54.0%と連続上昇）に達しました31。企業発明特許の87.4%（2024年は86.6%、うち未
来産業分野は90.8%、デジタル技術分野は90.2%）は研究開発（R&D）から生み出されており、産業
化された発明特許1件あたりの平均売上収益は872万元（2025年）に上ります（2024年調査では全体
平均869.5万元/件に対し、戦略的新興産業で939.1万元/件、未来産業分野では1,132.7万元/件）35。

また、2024年調査において未産業化の企業発明特許の用途を見ると、78.2%が「中長期的な発展に
向けた技術ストック」、33.8%が「企業資格認定・プロジェクト申告」、29.2%が「企業評価向上」、
20.7%が「競合他社に対する牽制・参入阻止」として活用されています35。さらに、国務院の『専利転

化運用専項行動方案（2023〜2025年）』を通じた産学連携強化（2025年に企業の共同研究特許の
71.2%が大学・研究機関との連携）により、長年の課題であった大学（高校）の発明特許産業化率も
2022年の3.9%から2025年末には10.1%（科研機関は13.3%から17.2%）へと改善しました31。 
国際収支の面でも、中国の知財収益力は大きく変化しています。米戦略国際問題研究所（CSIS）が
2026年3月に発表した分析（IMF国際収支統計年鑑ベース）によれば、中国の国際IP使用料（ロイヤ



ルティ）受取額と支払額に対する比率は、過去10年間で以下のように推移しています3。 
 

年次 中国の国際IP受取
額（十億米ドル） 

IP受取額／支払額
比率 

国際IP収支の推移と
特徴 

2015年 1.09 0.05 支払20ドルに対し受
取1ドル（1:20）の大
幅な技術輸入超過3 

2016年 1.16 0.05 受取額は10億ドル台
前半で推移3 

2017年 4.80 0.17 受取額が急増し比率

が0.17へ改善3 

2018年 5.56 0.16 受取額50億ドルを突
破3 

2019年 6.61 0.19 PCT出願で世界首位
に立った年。比率は

約5:1に接近3 

2020年 8.55 0.23 コロナ禍のデジタル

需要も背景に受取額

が伸長3 

2021年 11.76 0.25 受取額が100億ドル
の大台を突破（支払

4ドルに対し受取1ド
ル）3 

2022年 13.31 0.30 受取額・比率ともに

過去最高を記録3 

2023年 10.98 0.26 ピークからやや減少

するも100億ドル超
を維持3 

2024年 10.13 0.22 支払約4〜5ドルに対
し受取1ドル。受取総
額では韓国を上回る

規模3 



中国は国内外の工場による巨大な製造規模を抱え、ロイヤルティ対象となる部品・技術を大量に輸

入しているため、2024年時点でもアイルランド・米国に次ぐ世界第3位のIP使用料支払国（純支払
国）です3。しかし、支払額に対する受取額の比率は10年前の20対1（0.05）から近年は4〜5対1（
0.22〜0.30）へと大きく改善し、2024年のIP受取総額（101.3億米ドル）は韓国を上回りました3。CSIS
の分析によれば、デジタル通信ではファーウェイ（Huawei）が2024年に4G/5G通信機器や自動車、
民生機器を中心に6億3,000万米ドルの特許ライセンス収入を得ています（クアルコムの55.7億ド
ル、ノキアの20億ドル、エリクソンの12.7億ドルに次ぐ規模）3。車載電池（EV）分野では、CATLがリン
酸鉄リチウムイオン（LFP）電池などの特許技術を基に、フォード（ミシガン州工場など）、テスラ、GM
といった米自動車大手に対して「ライセンス・ロイヤルティ・サービス（LRS）」モデルで技術供与を行っ
ています3。さらに医薬品・バイオテクノロジー分野では、2025年第1四半期における世界のバイオ
テック導出（Out-licensing）契約金額の32%が中国発の案件（2023年・2024年の21%から急増）とな
り、ファイザー、アストラゼネカ、ブリストル・マイヤーズ スクイブなどの欧米大手製薬企業が相次い
で中国企業のIPライセンスを取得しています3。 
⑤ 研究開発費・研究者数・注目論文数での「世界1位」という基礎体力 
第五に、特許を生み出す源泉となる科学技術インプットと学術論文アウトプットにおいて、中国はす

でに世界最大規模に達しています。NISTEPの『科学技術指標2026』によれば、企業部門の研究開
発費および産学官を合わせた総研究開発費の双方で、中国が米国を僅かに上回り世界第1位となり
ました（日本は総研究開発費約22.1兆円［うち企業17.4兆円］で第3位）10。研究者数でも中国が2021
年に米国を抜いて以来世界第1位（米国2位、日本は70.3万人で3位）を占めています9。さらに、自然

科学分野における注目度の高い論文数（分数カウント法）でも、中国の「トップ10%補正論文数」は8
万4,392本で世界第1位と、第2位の米国（2万9,911本）の約2.8倍に達しており、「トップ1%補正論文
数」および総論文数でも中国が世界第1位を占めています（日本は総論文数6万6,214本で5位、トッ
プ10%は3.2千件で13位、トップ1%は271本で12位）10。特に中国は「材料科学」「工学」「化学」の3分野
で高い注目論文シェアを有しており44、この基礎研究の蓄積が今後の産業知財の供給源となりま

す。 

4. 総合評価マトリクスと日本企業・政策への戦略的示唆 
ここまでの検証を踏まえ、「脅威否定論（国内水増し論）」「脅威論（技術覇権論）」の主張と、2024〜
2026年の最新データに基づく「妥当な現状評価」を7つの評価軸で整理します。 
 

評価軸 「大したことはない

（国内水増し論）」の

根拠 

「大きな脅威である

（技術覇権論）」の根

拠 

2024〜2026年デー
タに基づく妥当な総

合評価 

1. 出願規模と国内外
比率 

出願の9割超が中国
国内向け。2か国以
上への出願（パテン

トファミリー数）では

日米に次ぐ3位にと
どまる9。 

発明特許出願は約

193万件（世界の約
半分）に達し、PCT国
際出願でも7.37万件
（2025年）で世界首
位を走る1。 

「内向きな裾野」と

「強力な国際上位

層」の二重構造。 総
数の9割超が国内向
けなのは事実だが、

海外展開を行う上位

層だけでもPCT出願



で米日の約1.4〜1.5
倍に達している13。 

2. 制度・補助金の影
響 

地方政府の補助金

や昇進評価による

「非正常出願」や無

審査の実用新案が

数字を水増ししてき

た2。 

人口1万人あたり16
件の「高価値発明特

許」を育成し、特許集

約型産業がGDPの
13.4%を占める17。 

「補助金バブル」は

2025年に終息。 補
助金全廃と100万件
超の非正常出願撤

回により、2025年は
登録総数が16.18%
減（実用新案27.28%
減）と淘汰された一

方、国内発明出願は

+6.2%成長5。 

3. 技術的質・ブレー
クスルー 

海外からの被引用

数が少なく（過去調

査で他国平均の約3
分の1）、自己引用や
国内引用のバイアス

が大きい2。 

AI・半導体・量子の
「画期的新規性特

許」で米国（3,203
件）に迫る2,892件を
保有し、半導体では

世界首位4。 

伝統産業の淘汰と先

端分野の先鋭化。 
製糖業等で拒絶率

が6割を超える一
方、情報記憶（登録

率84.4%）や半導体・
AIでは高度なブレー
クスルーを生み出し

ている4。 

4. 実用化・維持期間 平均維持年限が短く

（全国6.9年、大学
4.6年）、大学の特許
産業化率は3.9%（
2022年）と休眠特許
が多い29。 

企業発明特許の産

業化率は2025年に
54%へ到達（1件あた
り平均売上872万
元）。大学も10.1%へ
改善39。 

企業部門の実用化

能力は着実に向上。 
過去の大学休眠特

許のイメージで中国

企業全体を測るのは

不適切。企業の発明

特許の87.4%はR&D
直結で事業化が進

んでいる35。 

5. 国際標準（SEP）・
司法 

国内向け規格が多

く、すべての分野で

グローバル標準を単

独支配しているわけ

ではない。 

5G SEPの42%、6G
出願の40.3%を握
り、中国の裁判所が

日欧企業に「禁訴

令」を発出して牽制15

。 

通信・次世代インフ

ラにおける実務上の

脅威。 高いSEPシェ
アと中国裁判所の

「禁訴令」の組み合

わせは、外国企業の

国際訴訟・ライセン

ス交渉における重大



なリスク要因16。 

6. 国際ロイヤルティ
収支 

国際収支上は世界

第3位のIP使用料支
払国であり、依然とし

て海外技術への支

払が多い純支払国3

。 

国際IP受取額は10
年で約10倍（年間
100億ドル超）に拡
大し、通信・車載電

池・創薬で欧米大手

に技術供与3。 

「技術輸入国」から

「特定分野の技術供

給国」への移行。 製
造業の規模ゆえ純

支払国ではあるが、

支払対受取比率は

20:1から4〜5:1へ縮
小し、EV電池やバイ
オでは技術導出が

急増3。 

7. R&D・基礎科学の
基盤 

特許における科学論

文の活用度（サイエ

ンスリンケージ）は世

界5位で、自国論文
の引用比率が低い20

。 

総研究開発費・企業

研究開発費・研究者

数・トップ1%および
10%注目論文数の
すべてで世界第1位
10。 

科学技術インプット・

論文数は世界首位。 
産学連携強化により

科学論文と特許の結

びつき（サイエンスリ

ンケージ）が今後高

まれば、特許の質的

競争力はさらに強ま

る10。 

日本企業および政策立案者が採るべき3つの戦略的アクション 
以上の検証から明らかな通り、中国の特許動向を「総件数の多寡」や「過去の補助金バブルの残

像」で議論する段階は終わりました。日本の産業界および政策担当者は、以下の3つの視点から知
財・技術戦略を再構築することが求められます。 

1.​ マクロ件数評価から「先端分野・国際出願層」への監視集中への転換 中国全体の出願総数
や全産業平均値を指標とするのをやめ、CNIPAの厳格審査を通過しているハイテク領域（登
録率76〜84%超の情報記憶・マイクロテクノロジー・電子回路など）や、PCT国際出願、パテン
トファミリー形成案件に絞った分析を行うべきです4。特に、日本のパテントファミリー世界シェ

アが10年間で8〜10ポイント低下した電気工学・ICT・一般機器、ならびに中国が画期的新規
性特許の52.7%を集中させている半導体（先端パッケージングやミドルレンジ製造技術を含
む）においては、中国勢の特許網が自社の将来の事業領域を塞いでいないか、クリアランス

調査の優先度を引き上げる必要があります4。 
2.​ 中国国内市場における「防衛網の再点検」と実用新案の戦略的活用 CNIPAの発表（日本の

知財事務所による集計）によれば、2025年に外国企業による中国での発明特許登録数は前
年比35.1%減（3.7万件減）と急減し、2020年以来初めて10万件を割り込みました17。出願ベー

スでも、対中外国出願で首位の日本（2020年4万7,862件→2024年4万5,201件→2025年4万
3,802件）や2位の米国（2024年3万9,584件→2025年3万6,743件、約7%減）が減少傾向にあ
ります（対照的に3位の韓国は2020年の1万6,725件から2024年2万1,040件、2025年2万
2,774件へと一貫して増加）7。対中出願を漫然と減らせば、中国国内で年177万件以上出願さ



れる現地企業の発明特許群によって、中国国内での製造・販売やサプライチェーンが特許侵

害リスク（2024年調査で中国企業の8.0%が特許侵害に遭遇し、その84.1%が権利行使・防衛
措置を実施）に晒されます7。また、BYD、CATL、ハイアール（Haier）、グリー（Gree）といった中
国の主要企業は、発明特許だけでなく「早期権利化・低コスト」の実用新案を製品ライフサイク

ルの短い分野での有効な保護手段として活用していますが、2025年の日本企業による対中
実用新案出願はわずか1,190件（発明特許4万3,802件の約37分の1）にとどまっています7。審

査厳格化によって実用新案の審査基準が明確化された現在、発明特許と実用新案を組み合

わせた実戦的なポートフォリオ構築が有効です5。 
3.​ 5G/6G・EV・バイオにおける「標準必須特許（SEP）交渉と双方向ライセンス」への備え 通信（

5G/6G）、新エネルギー車（EV・車載電池）、バイオ医薬などの分野では、中国企業を「主要な
IPライセンサーおよび標準策定の主導者」として前提に置く必要があります3。特にSEP紛争に
おいては、中国の裁判所による「禁訴令」発出リスクを織り込んだ国際訴訟・交渉戦略を準備

するとともに40、欧米の自動車メーカーや製薬企業が行っているように、中国企業が優位を持

つ領域（LFPバッテリー技術や創薬シーズ等）では必要に応じてライセンスを導入し、また有利
なクロスライセンス交渉に持ち込むための「対抗しうる高価値パテントファミリー」を日米欧中

の主要市場で確実に維持・強化することが不可欠です3。 
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